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宮城県には、令和６年４月１日現在、人事委員会の給与勧告の対象となる職員が20,750人います。

※ 本表の数値には、暫定再任用職員、定年前再任用短時間勤務職員及び特定

業務等従事任期付職員等は含まれていません。

※ 年齢は、令和６年４月１日現在の満年齢です。

職員数

20,750人

医療職(一)0.1%
医療職(二)1.1%
医療職(三)0.5%

行政職

27.6%

公安職

18.2%
教育職㈠

20.3%

教育職㈡

30.8%

研究職

1.3%

１．給与勧告の対象職員

※ 比率は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の合計が

職員数と一致しない場合があります。
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民間給与の実態調査
企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上

宮城県職員の給与の調査

4月分の給与
4月分の給与

（行政職給料表）

民間従業員と県職員（行政職）の給与比較
役職段階、学歴、年齢を同じくする者同士の給与をラスパイレス方式で比較

特別給の支給状況

(前年8月～本年7月)
給与改定の状況等

情勢適応の原則（民間準拠）、均衡の原則に則り、給与改定等の内容を決定

人事委員会給与勧告

条例案提出 知 事県議会
（給与条例の改正） （勧告の取扱い決定）

宮城県の給与制度
との比較

宮城県の特別給の
年間支給月数との比較

（従業員別調査）（事業所別調査）

比較

人事委員会では、例年、県職員と民間従業員の4月分の給与（月例給）を調査した上で、精密に比較し、得
られた較差を埋めることを基本に勧告を行っています。また、特別給についても、民間従業員の特別給（ボー
ナス）の前年8月から本年7月までの支給実績を精確に把握し、民間従業員の年間支給割合（月数）に県職員
の特別給（期末・勤勉手当）の年間平均支給月数を合わせることを基本に勧告を行っています。

２．給与勧告の手順
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個々の宮城県職員に民間従業員の給与額を支給したとすれば、これに要する支給総額（A）が、現に支払っ
ている支給総額（B）に比べてどの程度の差があるかを算出するのが、ラスパイレス比較です。

具体的には、以下のとおり、役職段階、学歴、年齢階層別の宮城県職員の平均給与と、これと条件を同じく
する民間従業員の平均給与のそれぞれに宮城県職員数を乗じた総額を算出し、両者の水準を比較しています。

大 卒

短大卒

高 卒

中 卒

22・23歳

20・21歳

18・19歳

16・17歳

民間給与×県職員数

民間給与×県職員数

民間給与×県職員数

民間給与×県職員数

県職員給与×県職員数

民間給与総額
÷県職員総数
=375,360円(a)

県職員給与総額
÷県職員総数
=364,533円(b)本年の較差 10,827円(2.97%) 算定方法 (a)-(b)

県職員給与×県職員数

県職員給与×県職員数

県職員給与×県職員数

 役職段階  学歴  年齢  民間給与総額（A）  県職員給与総額（B）

各役職段階ごとに、「1級（係員）」
と同様、学歴別、年齢階層別に民
間給与及び県職員給与を算定

1級：主事・技師 係員

2級：主事・技師 主任

3級：主任主査・主査
4級：主幹

主任

係長

5級：総括課長補佐

課長補佐

6級：課長・室長

課長代理

7級：課長・室長

8級：副部長
課長

9級：部長

10級：部長
部長等

◆県職員

→行政職

◆民間

→給与の比
較対象職員
（事務・技術）

県職員（本庁の場合） 民間（500人以上の場合）

比較

24・25歳
26・27歳

３．民間給与との比較方法（ラスパイレス比較）



373
はね返り分(※)

373円
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月例給については、県職員と民間従業員の本年4月分給与をラスパイレス方式（P４参照）で比較した結果、
県職員給与が民間給与を10,827円下回っていました。また、特別給（ボーナス）については、県職員の特別給
の年間平均支給月数が、民間の年間平均支給割合を0.10月分下回っていました。

上記の民間給与との較差を埋めるため、以下のとおり、給与の改定の勧告を行いました。

民間給与

375,360円

県職員給与

364,533円

較差10,827円

比 較

※ 「はね返り分」とは、地域手当等のように、給料等の一定割合で
手当額が定められているため、給料等の改定に伴い手当額が増
減する分をいいます。

改定

月例給（給与）を平均2.99%引上げ

10,827円

※ 特別給の支給割合は、

0.05月単位で改定を

行っています。

１．月例給

民間特別給

4.60月

県職員特別給

4.50月

較差 0.10月

比 較

改定

特別給（ボーナス）を0.10月引上げ

２．特別給
0.10月

勤勉手当 0.05月

期末手当 0.05月

４．民間給与との較差に基づく給与改定

83
諸手当

83円

給 料
10,371円
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（１）行政職給料表
・本年の人事院勧告で示された俸給表をもとに、本県の公民較差を考慮して、引上げ改定。
→若年層に特に重点を置きつつ、全ての号俸の給料月額を引上げ。

（２）その他の給料表
・行政職給料表との均衡を考慮し、引上げ改定。

・県職員の年間平均支給月数を、民間の年間支給割合（月数）と見合うよう、0.10月分引上げ（4.50月→4.60月）。
→引上げ分を期末手当及び勤勉手当に均等に配分。

・医療職給料表㈠適用者の適用を受ける医師等に対して、支給される手当の上限額を引上げ。
・獣医師に支給される手当の上限額を引上げ。

本年の民間給与との較差解消のため、月例給及び特別給の引上げ改定の勧告を行いました。
また、初任給調整手当、寒冷地手当、通勤手当の引上げ改定の勧告を行いました。

１．給 料 表

２．特 別 給

３．初任給調整手当

５．本年の給与改定（勧告）（１）

４．寒冷地手当

・支給月額の引上げ。
・新たな気象データに基づき、支給地域を見直し（所要の経過措置あり）。
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①給料表等の改定（②、③以外） ：令和６年 ４月１日
②特別給の改定 ：令和６年１２月１日
③寒冷地手当の支給地域(※)及び通勤手当の改定：令和７年 ４月１日
※寒冷地手当の支給月額の引上げは①に含む。

６．改定の実施時期

５．交通用具使用者（普通自動車等を使用する職員）に係る通勤手当

・ガソリン価格の上昇等を総合的に勘案し、支給月額の限度を引上げ。

５．本年の給与改定（勧告）（２）

参考：平均年間給与の比較

この勧告に基づき、給与の改定を行った場合の令和６年度における平均給与月額、期末・勤勉手当、平均年間給与は、次のとおり。

※ 給与月額は、行政職給料表適用職員の平均であり、給料及び諸手当が含まれています。

※ 年間給与は、平均給与月額を基に算出した額（千円未満四捨五入）です。

行政職（平均年齢41.1歳、平均経験年数20.2年）

区 分 R6.4.1現在 改定額 改定後

平 均 給与 月額 362,098円 10,827円 372,925円

期末・勤勉手当 1,686,221円 91,830円 1,778,051円

平 均 年間 給与 6,031,000円 222,000円 6,253,000円
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現下の人事管理上の重点課題に対応し、給料及び地域手当・通勤手当・ボーナス等の諸手当にわたり包括
的に給与制度を整備。

１．給料表及び昇給制度

・初任給・若年層（行政職給料表１級～２級）の水準を大幅引上げ。
・主査級以上（行政職給料表３級～７級）の職員はより職責重視の体系とし、特に副部長・部長級（行政職給料表８級～10級）は、

役割に見合う処遇に抜本的見直し。

２．地域手当

・支給地域区分及び支給割合を見直し。
・現在２年間としている異動保障の期間を３年間に延長。

４．通勤手当

・配偶者に係る手当を廃止し、子に係る手当を増額。

３．扶養手当

・支給限度額を月15万円に引上げ。

５．ボーナス

・成績優秀者への勤勉手当の支給上限を引上げ。
・特定任期付職員のボーナス拡充。

６．その他手当

・管理職員等の平日深夜勤務に対する手当の対象時間帯拡大。
・定年前再任用短時間勤務職員等の手当拡大（住居手当、特地勤務手当、寒冷地手当等）

６．給与制度のアップデート（勧告）
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※ 勧告率及び勧告額については、特例条例による減額措置がないものとした場合の数値です。また、「※」は特例条例による減額措置が

なされた年です。

県職員の給与については、平成25年までは月例給、特別給の引下げ勧告又は据置が続き、平成26年から
令和元年までは月例給、特別給ともに引上げ勧告、令和２年及び令和３年は月例給を据え置き、特別給の引
下げ勧告を行いました。本年は、令和４年から引き続き、月例給、特別給ともに引上げの勧告を行いました。

７．最近の給与勧告の実施状況

改定率 改定額 年間平均支給月数 対前年比増減

平成２４年※ （据置） （据置） ３．９５月 （据置）

平成２５年※ （据置） （据置） ３．９５月 （据置）

平成２６年※ ０．２８％ １，０２７円 ４．００月 ０．０５月

平成２７年 ０．３１％ １，１３４円 ４．２０月 ０．２０月

平成２８年 ０．１９％ ６９８円 ４．３０月 ０．１０月

平成２９年 ０．１７％ ６１９円 ４．４０月 ０．１０月

平成３０年 ０．１８％ ６４２円 ４．４５月 ０．０５月

令和元年 ０．１０％ ３６８円 ４．５０月 ０．０５月

令和２年 （据置） （据置） ４．４５月 △０．０５月

令和３年 （据置） （据置） ４．３０月 △０．１５月

令和４年 ０．２６％ ９１４円 ４．４０月 ０．１０月

令和５年 １．０５％ ３，７５６円 ４．５０月 ０．１０月

令和６年 ２．９９％ 　 １０，８２７円 ４．６０月 ０．１０月

月例給 特別給（ボーナス）
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地方公務員は、憲法で保障された労働基本権が制約されているため、その代償措置として、人事委員会の給与勧告に
より、情勢適応の原則に基づき職員の給与水準を民間の給与水準に合わせるとともに、必要な給与制度の見直しを行うこ
とにより、職員の適正な処遇を確保しようとするものです。

１． 情勢適応の原則（地方公務員法第14条第1項）

地方公共団体は、この法律に基いて定められた給与、勤務時間その他の勤務条件が社会一般の情勢に適応するよ

うに、随時、適当な措置を講じなければならない。

２． 職務給の原則（地方公務員法第24条第1項）

職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。

３． 均衡の原則（地方公務員法第24条第2項）

職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情を考

慮して定められなければならない。

４． 条例主義（地方公務員法第24条第5項）

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。

◆ 人事委員会の給与勧告制度

◆ 給与決定に関する原則

◆ 給料表に関する報告及び勧告（地方公務員法第26条）

人事委員会は、毎年少くとも１回、給料表が適当であるかどうかについて、地方公共団体の議会及び長に同時に報告す
るものとする。給与を決定する諸条件の変化により、給料表に定める給料額を増減することが適当であると認めるときは、
あわせて適当な勧告をすることができる。

参考資料 勧告制度と給与決定に関する原則等


